
10年間で約5,000kmの

水道管を耐震継手管に

取り替えるよ

東京・大阪間の１０倍に相当します

5,000kmの距離は？

◎

都民の皆さまへ

東京都水道局では、震災時における断水被害を最小限にとどめ、可能な限り給水を

確保するため、抜け出し防止機能を有する耐震継手管への取替えを鋭意進めています。

東京
大阪
◎



東 日 本 大 震 災

東日本大震災では、約257万戸の断水が発生し、復旧までに長期間を要しました。

特に、水道管の「継手の抜け出し」による被害が多発したほか、避難所でも断水が発

生し、生活用水の不足による不自由な生活を余儀なくされました。

地震・災害名 発生日
最大
震度

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 断水戸数
最大
断水日数

東日本大震災 平成23年 3月11日 7 9.0 約257万戸 約5か月
（津波被災地区等除く。）

東 京 の 被 害 想 定

東日本大震災を踏まえ、東京都では被害想定の見直しを行い、平成24年5月に「首都

直下地震等による東京の被害想定」を公表しています。

新たな被害想定では、最大震度7の地域が出るとともに、震度6強の地域が広範囲に

及んでいます。また、一部地域では、断水率が60％を超える被害が想定されています。

水道管φ2400mmの抜け出し被害
※宮城県企業局災害復旧の記録より

避難所における応急給水の状況
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新たな被害想定による東京の断水率分布

東京湾北部地震（M7.3） 多摩直下地震（M7.3）

元禄型関東地震（M8.2） 立川断層帯地震（M7.4）



水道管路の耐震継手化10ヵ年事業

震災時においても、断水被害を最小限にとどめ、可能な限り給水を確保していくとと

もに、被災した場合においても復旧日数を短縮し、平常の都民生活への早期回復を目的

として、「水道管路の耐震継手化10ヵ年事業」を進めていきます。

新しく取り替える水道管は、抜け出し防止機能を有しており、東日本大震災において

も1か所も被害はありませんでした。

耐震継手管のデモンストレーション
（クレーンによる吊り上げ）

耐震継手管の構造

耐震継手管への取替えに当たっては、救急医療機関等の重要施設への供給ルートと被

害が大きいと想定される地域について、優先的な取替を実施していきます。

10年後の平成34年度には、次の目標を達成できるよう積極的に

取り組んでまいります。

復旧日数の短縮

耐震継手率の向上

現 在
（平成23年度末）

１０年後
（平成34年度末）29％ 54％

復旧日数の短縮

現 在
（平成2３年度末）

１０年後
（平成34年度末）30日 18日



重要施設への供給ルートの耐震継手化

これまでも、国会、各省庁などの首都中枢機関や救急医療機関等の重要施設への供給

ルートの耐震継手化を優先的に実施してきました。

しかし、東日本大震災において、震災時に人が多く集まる避難所等における断水被害

が顕在化したことを受け、避難所・主要な駅（約2,500か所）についても新たに重要

施設として位置付け、優先的な耐震継手化に取り組んでまいります。

避難所のうち、小・中学校については、建物面積が大きく、給食設備を有する割合が

高いため、特に優先して進めてまいります。

重要施設への供給ルートの耐震継手化イメージ

お客さまに喜ばれる水道を目指してお客さまに喜ばれる水道を目指して


